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令和５年度大学院学年暦

 大学院入学式

 履修指導・オリエンテーション

　通年・前期授業開始

　神殿鎮座記念祭

 「修士学位申請論文題目届」提出締切（正午）

 前期授業終了

 前期集中講義(6日間)

　＜夏季休暇＞

　【法学・経済学研究科】 秋季入学試験

　後期授業開始

　【文学研究科】 前期課程秋季入学試験

　【文学研究科】 前期課程社会人・後期課程秋季入学試験

　創立記念祭（休講日）　　

　創立記念日（休講日）　　

 「修士学位申請論文第１次題目届」提出締切(正午)

 年内授業終了

　＜冬季休暇＞

　授業再開　

　「修士学位申請論文」提出締切（正午）

　大学入学共通テストのため休講

　後期授業終了

     1月23日(火)～1月29日(月) 　後期補講・集中講義（6日間）

　【文学研究科】 前期課程春季入学試験

  【文学研究科】 最終試験

　【文学研究科】 前期課程社会人・後期課程春季入学試験

　【法学・経済学研究科】最終試験

　【法学・経済学研究科】春季入学試験

   学位記授与式

授業回数 月 火 水 木 金 土
１回 4月10日 4月11日 4月12日 4月13日 4月14日 4月15日
２回 4月17日 4月18日 4月19日 4月20日 4月21日 4月22日
３回 4月24日 4月25日 4月26日 4月27日 4月28日 5月 6日
４回 5月 8日 5月 9日 5月10日 5月11日 5月12日 5月13日
５回 5月15日 5月16日 5月17日 5月18日 5月19日 5月20日
６回 5月22日 5月23日 5月24日 5月25日 5月26日 5月27日
７回 5月29日 5月30日 5月31日 6月 1日 6月 2日 6月 3日
８回 6月 5日 6月 6日 6月 7日 6月 8日 6月 9日 6月10日
９回 6月12日 6月13日 6月14日 6月15日 6月16日 6月17日

１０回 6月19日 6月20日 6月21日 6月22日 6月23日 6月24日
１１回 6月26日 6月27日 6月28日 6月29日 6月30日 7月 1日
１２回 7月 3日 7月 4日 7月 5日 7月 6日 7月 7日 7月 8日
１３回 7月10日 7月11日 7月12日 7月13日 7月14日 7月15日
１４回 7月24日 7月18日 7月19日 7月20日 7月21日 7月22日

計 14回 14回 14回 14回 14回 14回
授業回数 月 火 水 木 金 土
１回 9月25日 9月26日 9月27日 9月28日 9月29日 9月30日
２回 10月 2日 10月 3日 10月 4日 10月 5日 10月 6日 10月 7日
３回 10月16日 10月10日 10月11日 10月12日 10月13日 10月14日
４回 10月23日 10月17日 10月18日 10月19日 10月20日 10月21日
５回 10月30日 10月24日 10月25日 10月26日 10月27日 10月28日
６回 11月13日 10月31日 11月 8日 11月 2日 11月10日 11月11日
７回 11月20日 11月14日 11月15日 11月 9日 11月17日 11月18日
８回 11月27日 11月21日 11月22日 11月16日 11月24日 11月25日
９回 12月 4日 11月28日 11月29日 11月30日 12月 1日 12月 2日

１０回 12月11日 12月 5日 12月 6日 12月 7日 12月 8日 12月 9日
１１回 12月18日 12月12日 12月13日 12月14日 12月15日 12月16日
１２回 12月25日 12月19日 12月20日 12月21日 12月22日 12月23日
１３回 1月15日 1月 9日 1月10日 1月11日 1月12日 1月 6日
１４回 1月22日 1月16日 1月17日 1月18日 1月19日 1月20日

計 14回 14回 14回 14回 14回 14回

     7月24日(月)

 5年 4月 1日(土)

　　 4月 1日(土)～

　　 4月 10日(月)

　   5月 1日(土)

 　　5月31日(水)

 6年 1月 6日(土)

     7月25日(火)～7月31日(月)

     8月 1日(火)～9月22日(金)

     9月23日(土・祝)

     9月25日(月)

    10月7日(土)

    10月11日(水)

  　11月 1日(水)

  　11月 4日(土)

    11月30日(木)

    12月25日(月)

    12月26日(火)～6年1月5日(金)

後
　
　
　
期

 　　1月9日(火)

 　　1月13日(土)

 　　1月22日(月)

　　 2月13日(火)

 　　2月15日(木)

 　　2月20日(火)

　　 2月21日(水)

　 　2月24日(土)

　　 3月19日(火)

各曜日の授業予定一覧（行事等により授業日の変更もあります）　　　*休日に通常授業を実施

前
　
　
　
期
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1 國 學 院 大 學 大 学 院 学 則

第1章 総 則
第1条 本大学院は、神道学・宗教学・文学・民俗学・史学・法学・経済学に関する専門分野を教授・研究
し、自立して研究活動を行う者及び専門的な業務に従事する者の高度な研究能力と豊かな学識を涵養し、
人類文化の進展に寄与することを目的とする。
第2条 本大学院は、教育研究水準の向上を図り、前条の目的と社会的使命を達成するため、教育研究活動
等の状況について自ら点検及び評価を行うものとする。
第3条 本大学院に文学研究科・法学研究科及び経済学研究科を置き、各研究科に博士課程を置く。
２ 文学研究科は、日本文化の真髄を理解し、かつ幅広い知識をもち、新しい価値観を創造し人類文化の発
展に寄与することができる、優れた研究者及び専門的な業務に従事する者を養成することを目的とする。

３ 法学研究科は、学部教育を基礎とし、法学及び政治学に関する、専門的分析能力を用いて先端的問題を
総合的に分析・判断し社会的諸問題の解決に貢献する者、及び専攻分野に関し独創的研究を行い指導する
能力をもつ研究者を養うことを目的とする。

４ 経済学研究科は、学部教育を基礎とし、経済及び経済学に関する、高度な専門的知識と能力をもつ職業
人、及び豊かな学識と創造的な研究能力をもつ研究者を育成することを目的とする。

５ 博士課程の標準修業年限は５年とし、これを前期２年の博士前期課程（これを「修士課程」として取扱
う。）と、後期３年の博士後期課程（これを「博士課程」として取扱う。）とする。（以下それぞれ「前期課
程」「後期課程」とする。）

６ 前項の規定にかかわらず、前期課程においては、就業、育児、介護、心身の障害等の事情により、前項
に定める標準修業年限を延長して一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し修了すること（以下「長
期履修」という。）を希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修に基づき、修業年限を３年又は４
年に延長することができる。

７ 前項に定めるもののほか、長期履修に関し必要な事項は、別に定める。
８ 博士課程の最長在学期間は、前期課程は４年（第６項に基づく長期履修を認められた者については６
年）、後期課程は６年とする。
第4条 文学研究科に次の専攻を置く。
（１） 神道学・宗教学専攻
（２） 文学専攻
（３） 史学専攻
２ 神道学・宗教学専攻は、日本古来の伝統宗教である神道を中心とする日本の伝統文化に関して、歴史的
思想神学的な理解を深め、内外の諸宗教及びそれに関連する宗教文化の意義と役割を比較研究し、幅広い
人材を養成することを目的とする。

３ 文学専攻は、文化・文学・言語に関する高度な研究の深化・発展を図り、その能力を有する研究者の養
成、豊かな学識と高度な教育能力をもつ教育者の養成、及び専門的業務に従事する社会人の再教育を目的
とする。

４ 史学専攻は、国内外の歴史学・考古学・地理学・博物館学及び美学美術史の幅広い分野に関し研究の深
化・発展を図り、各種研究教育機関で研究教育に携わる優れた人材を育成すること、併せて社会人を積極
的に受け入れ、幅広い人材を養成することを目的とする。
第5条 法学研究科に次の専攻を置く。
（１） 法律学専攻
第6条 経済学研究科に次の専攻を置く。
（１） 経済学専攻
第7条 本大学院各研究科の収容定員は次のとおりとする。
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第8条 本大学院の前期課程に標準修業年限２年以上（第３条第６項に基づく長期履修を認められた者に
ついては、その延長された修業年限以上）在学して所定の授業科目について３０単位以上を修得し、必要な
研究指導を受け、かつ、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格した者に、
次の区分による修士の学位を授ける。

         

 
  
  
  

   
   

ただし、在学期間に関しては、優れた業績をあげた者については、大学院に１年以上在学すれば足りるも
のとする。

２ 前期課程を修了した者で、本大学院の後期課程に標準修業年限３年以上在学して所定の授業科目につい
て１２単位以上を修得し、必要な研究指導を受け、かつ、博士論文の審査及び試験に合格した者に、次の区
分による博士の学位を授ける。

         

 
  
  
  

   
   

ただし、在学期間に関しては、優れた業績をあげた者については、後期課程に２年以上在学すれば足り
るものとする。

３ 第２項の規定にかかわらず学校教育法施行規則第７０条の２の規定により、大学院への入学資格に関し
修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が、後期課程に入学した場合の修了の要件
は、後期課程に３年以上在学し、必要な研究指導を受け、かつ、博士論文の審査及び試験に合格すること
とする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績をあげた者については、後期課程に２年以上在学
すれば足りるものとする。
第9条 前条第２項の規定によらないで、本大学院に学位論文を提出して博士の学位を申請し、所定の審査
及び試験に合格した者に、次の区分による博士の学位を授ける。

        
 

  
  

第10条 本大学院に図書館、研究室、資料室及び読書室を置く。

第2章 教員組織及び運営
第11条 本大学院の授業担当並びに研究指導の教員は、國學院大學教授、准教授の中から委嘱し、必要ある
場合は國學院大學助教の中から委嘱することがある。また、授業担当の教員として兼任の講師を委嘱する。

２ 本大学院の授業及び研究指導の双方を担当する大学院客員教授を委嘱することができる。
３ 前項の大学院客員教授の任用並びに就業形態に関しては別に定めるところによる。
第12条 本大学院の研究科に研究科委員会を設ける。
２ 研究科委員会は、当該研究科の授業を担当する教授、准教授をもって組織する。
第13条 本大学院各研究科に研究科委員長を置く。
２ 研究科委員長は、大学院研究科委員長選出規程により、研究科委員会を構成する教授の中から同委員会
において選出し、学長が委嘱する。

３ 研究科委員長は、当該研究科を主管する。
４ 研究科委員長は、当該研究科委員会を招集し議長となる。
５ 研究科委員長の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。
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第14条 研究科委員会は次の事項を審議処理する。
（１） 当該研究科の授業科目及び授業担当教員に関する事項
（２） 学生の入学・休学・退学・再入学・転学・除籍に関する事項
（３） 学生の学業成績に関する事項
（４） 修士・博士の学位に関する事項
（５） ティーチング・アシスタント、リサーチ・アシスタント、ポスト・ドクター研究員の選考に関する事

項
（６） 学生の賞罰に関する事項
（７） その他必要な事項
第15条 本大学院各研究科に幹事１名を置く。幹事は、研究科委員会を構成する教授の中から、当該研究科
委員会の議を経て学長が委嘱する。

２ 幹事の互選により代表幹事を選出する。
３ 代表幹事は、幹事会を主管する。
４ 幹事は、当該研究科委員長を補佐し、委員長が欠けたとき又は事故あるときはその職務を代行又は代理
する。

５ 幹事の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。
６ 研究科間の連絡・調整等に当たるため、各研究科幹事並びに教学事務部長及び大学院事務課長をもって
組織する幹事会を設ける。
第16条 本大学院に大学院委員会を設ける。
２ 大学院委員会は、大学院委員長、各研究科委員長、幹事及び各研究科の教授１名をもって組織する。
３ 大学院委員会は、大学院委員長が招集し、議長となる。
４ 学長は、大学院委員会に出席し、意見をのべることができる。
第17条 本大学院に大学院委員長を置く。
２ 大学院委員長は、大学院委員長選出規程により選出し、大学院委員会の議を経て学長が委嘱する。
３ 大学院委員長は、大学院を主管する。
４ 大学院委員長の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。
５ 大学院委員長が欠けたとき又は事故あるときは、学長の委嘱により大学院委員会委員のうち１名がその
職務を代行する。
第18条 大学院委員会は次の事項を審議する。
（１） 大学院学則及び諸規程の制定・改廃に関する事項
（２） その他各研究科に共通な事項

第3章 授業科目・履修方法及び学位授与の方法
第19条 各研究科における授業科目、単位数及び履修方法は、別表のとおりとする。ただし、別表記載以外
の授業科目を開設することがある。

２ 各研究科は学位論文作成指導のため、当該研究科委員会の構成員・大学院客員教授の中から指導教員を
定める。

３ 第８条に規定する研究指導の方法及び各専攻の履修方法は、この学則に定めるもののほか履修要綱の定
めるところによる。ただし、前期課程にあっては、第２０条第２・３項、第２１条、第２２条により修得した単
位のうち、課程修了に必要な単位として認定できるのは１０単位を上限とする。
第19条の2 本大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を
実施するものとする。

２ 前項に規定する研修等の運営方法については、別に定める。
第20条 学生は各自の研究分野を定め、その目的に適するように指導教員の指示により授業科目を履修する
ものとする。

２ 前期課程学生は指導教員の指示により、他研究科・他の専攻、及び専攻科並びに学部の授業科目を８単
位を上限として履修することができる。修得した単位については選択科目として認定することができる。

３ 指導教員が学生の研究上特に必要と認めた場合は、国内並びに外国の大学院及びその他の研究機関に属
する授業科目を履修することができる。このうち修得した単位については、４単位を上限として選択科目
の単位として認定することができる。

４ 前項の規定にかかわらず、協定留学により修得した単位は、前期課程は１０単位、後期課程は４単位を上
限として認定することができる。
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第21条 本大学院博士前期課程に入学する以前に、本学又は他大学等の大学院において修得した単位につい
て、教育研究上有益と認められる場合は研究科委員会の議を経て、本大学院において修得したものとみな
すことができる。

２ 学士課程在学中に、本大学院において履修し合格した科目の単位は、入学後、研究科委員会の議を経て、
本大学院において修得したものとみなすことができる。

３ 前２項の規定による認定単位数は、１０単位を上限とする。
第22条 教育研究上有益であると認めるときは、委託特別聴講学生として各研究科ごとに他大学院との間に、
学生の交流及び単位互換のための協定を結ぶことができる。

２ 協定に関する重要事項及び委託特別聴講学生の交流等に関する必要な事項は、当該研究科の議を経て、
各研究科又は各専攻ごとに定める。

３ 委託特別聴講により修得した単位は、８単位を超えない範囲で課程修了に必要な単位として認定するこ
とができる。
第23条 修士及び博士の学位授与の審査は、当該研究科委員会がこれを行う。
２ 前期課程においては、所定の期間在学し、所定の単位を修得し学位論文を提出した者について、学位論
文の審査及び試験を行う。

３ 後期課程においては、所定の期間在学し、所定の単位を修得し独創的研究に基づき学位論文を提出した
者について、学位論文の審査及び試験を行う。

４ 修士並びに博士の学位論文の審査及び試験は、当該研究科委員会の定める審査員がこれを行う。
５ 研究科委員会は学位論文の審査及び試験の結果について総合審査を行い、合格・不合格を決定する。

第4章 入学・退学その他
第24条 本大学院に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とし、かつ、入学考査に合格した者でなけ
ればならない。
前期課程

（１） 学士の学位を有する者
（２） 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者、又は外国の学校が行う通信教育における授

業科目を履修することにより、当該外国の学校における１６年の課程を修了した者
（３） 日本国内において、文部科学大臣が別に指定する外国の大学の課程（当該外国の学校教育制度に位置

付けられた教育施設の課程であって、その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した
とされるものに限る。）を修了した者

（４） 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は
関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指
定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を修了することにより、学士の学位に相
当する学位を授与された者

（５） 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも
のに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了した者

（６） 文部科学大臣の指定した者
（７） 本大学院が、大学に３年以上在学し、所定の単位を優れた成績をもって修得したと認めた者
（８） 本大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、２２歳に達した者
後期課程

（１） 修士の学位又は専門職学位を有する者
（２） 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者
（３） 外国の学校が行う通信教育における授業を履修し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与

された者
（４） 日本国内において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付

けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位又は専
門職学位に相当する学位を授与された者

（５） 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者
（６） 外国の大学等の教育課程を履修し、大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当する

ものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者
（７） 文部科学大臣の指定した者
（８） 大学院において、個別の入学資格審査により修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力

があると認めた者で、２４歳に達した者
第25条 本大学院の入学の時期は毎年４月とする。
第26条 病気、留学その他の事由により、引き続き３カ月以上欠席しようとする者は、保証人連署のうえ願
い出て、休学することができる。病気による休学は医師の診断書を提出するものとする。

２ 休学期間は前期、後期又は学年度とする。やむを得ない場合はこの期間を延長することができる。
３ 復学の時期は学期の始めとする。
４ 休学の期間は、前期課程は２年、後期課程は３年を上限とし、この期間は在学期間に算入しない。
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第27条 病気その他やむを得ない事由により、退学しようとする者は、保証人連署のうえ退学願を提出しな
ければならない。

２ 退学をした者が再入学を願い出たときは、当該研究科委員会の議を経てこれを許可することがある。
３ 再入学に関する必要事項は別に定める。
４ 前期課程に４年（第３条第６項に基づく長期履修を認められた者については、６年）在学し、所定単位
の未修得並びに修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に不合格の者は在学期間満
了による退学となる。後期課程に６年在学し、所定単位未修得の者も同様とする。

第5章 学年及び休業日
第28条 本大学院の学年及び休業日に関する事項は、國學院大學学則を準用する。

第6章 学 費
第29条 本大学院に入学を許可された者は、別表に定める入学金及び授業料、その他の経費を納めなければ
ならない。

２ 再入学者に適用する授業料及びその他の経費については、再入学した年度の金額を適用する。
３ 在学中に授業料及びその他の経費について変更があった場合には、新たに定められた金額を納めなけれ
ばならない。

第7章 特別研究生・委託生・聴講生・科目等履修生
第30条 本大学院において前期課程又は後期課程を修了し、更に研究を続けようとする者に対し、選考のう
え特別研究生として在籍を許可することがある。
特別研究生の学費は別表のとおりとする。

第31条 公共団体その他の機関から、本大学院の特定の授業科目について研究を委託された者があるときは、
選考のうえ委託生として研究を許可することがある。
委託生の学費は別表のとおりとする。

第32条 本大学院の授業科目中、特定の授業科目の聴講を希望する者があるときは、選考のうえ聴講生とし
て聴講を許可することがある。
聴講生の学費は別表のとおりとする。

２ 聴講生として受講することが出来る単位は１年間に１２単位以内とする。
第33条 本大学院の授業科目中、特定の授業科目の単位取得を希望する者があるときは、選考のうえ科目等
履修生として受講を許可し、本大学院所定の単位を授与することがある。
科目等履修生の学費は別表のとおりとする。

２ 科目等履修生として受講することが出来る単位は１年間に１６単位以内とする。

第8章 特別研究員
第34条 本大学院後期課程で学位を取得した者は、研究科委員会の選考を経て特別研究員に任ずることがで
きる。

第9章 社会人入学・外国人入学
第35条 本大学院に入学を希望する社会人は、別に定める特別の選考を経て入学を許可することがある。
第36条 本大学院に入学を希望する外国人は、別に定める特別の選考を経て入学を許可することがある。

第10章 賞 罰
第37条 不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明したときは、学位を取り消すものとする。
学位を得た者がその名誉を汚辱する行為があったときは、その授与した学位を取り消すことがある。

２ 次の各号のいずれかに該当する者に対しては懲戒を行う。
（１） 本学の秩序を紊し、名誉を毀損した者
（２） 性行不良で改善の見込がないと認められた者
（３） 学力劣等で成業の見込がないと認められた者
（４） 正当の理由なくして出席常でない者
３ 懲戒は譴責・謹慎・停学・退学とする。

第11章 奨学生
第38条 本大学院学生のために奨学金制度を設ける。

－ 7 －



第12章 教育職員免許状
第39条 本大学院の各研究科・各専攻に認定課程として認められている教育職員免許状の種類及び免許教科
は別表のとおりである。

２ 本大学院の前期課程を修了し、中学校教諭普通専修免許状及び高等学校教諭普通専修免許状の授与を受
けようとする者は、教育職員免許法及び同施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。

第13章 改 正
第40条 この学則の改正は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
１ 本大学院学則に規定のない事項は國學院大學学則を準用する。
２ この学則は文部大臣の許可の日から施行する。

附記 昭和２６年４月５日文部大臣認可
附 則

この学則は昭和２８年４月１日から施行する。
（平成１８年度以前の附則は省略）

附 則
１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。
２ 平成１８年度以前の入学者については、なお従前の例による。
（学校教育法第５８条改正に伴う経過措置）

３ 第１１条第１項の規定においては、専任講師を助教とみなす。
４ 大学院学則第２９条別表備考１は、平成１８年度以前の入学者については、なお従前の例による。

附 則
１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、第１９条の二については、平成１９年４月１日か
ら施行する。

２ 平成１９年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。
附 則

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。
２ 平成２０年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。
２ 平成２１年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
この学則は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則
この学則は、平成２４年４月１日から施行する。
附 則

１ この学則は、平成２５年４月１日から施行する。
２ 平成２４年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
１ この学則は、平成２６年４月１日から施行する。
２ 平成２５年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
１ この学則は、平成２７年４月１日から施行する。
２ 平成２６年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
この学則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則
１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。
２ 平成２８年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
この学則は、平成３０年４月１日から施行する。
附 則

この学則は、平成３１年４月１日から施行する。
附 則

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。
２ 令和元年度以前の入学者の単位履修については、なお従前の例による。

附 則
この学則は、令和３年４月１日から施行する。
附 則
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この学則は、令和４年４月１日から施行する。
附 則

１ この学則は、令和５年４月１日から施行する。
２ 令和４年度以前の入学者については、なお従前の例による。
３ 第１項の規定にかかわらず、令和４年度以前入学者に係る「國學院大學大学院休学者に対する授業料等
免除規程」（以下「免除規程」という。）第２条第１号、第２号及び第３号に基づく免除については、なお
従前の例による。この場合において、免除規程中に「授業料等」とあるのは「休学在籍料」と読み替える
ものとする。
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２ 國學院大學学位規則
37 3 16  

（目的）
第１条 28 9 13

（学位の種類）
第２条

（学位授与の条件）
第３条  

30

 

12

 
12  

 
 

（学位の審査員） 
第４条
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（課程の修了による学位の授与） 
第５条

 
（論文提出による学位の授与） 
第６条

 

 
 

 
 

 
 

 

 
23  

 
（課程の修了及び論文の審査の議決） 

第７条

 
 

 
（学長への報告） 
第８条  
（学位記の交付） 
第９条

 
（論文要旨等の公表） 
第１０条

 
 （学位論文の公表） 
第１１条
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（学位の名称の使用）
第１２条

 
 

 
（学位授与の取消） 
第１３条

 
 

（学位記の再交付） 
第１４条  
（学位授与の報告）
第１５条 28 12

 
（改正）

第１６条  
 

42 4 1
21

25 4 1

30 4 1

29 4 1
28  

5 4 1
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３  國學院大學学則（抄）
 
第１条

 
第２条  

 
 

 
第４６条  
第５８条 4 1 3 31  
第６０条  

(1)  
(2) 11 4  
(3) 5 1  
(4)  
(5)  
(6)  

 
1  

第６６条
 

 
第６７条  
第６８条  
第６９条  

 
第７８条  
第７９条  

 
第８０条

 
第９５条  

(1) (2) (4)  
(3)  
(5)  

第９６条  
 

 

４　大学院基本研究教育方針〔大学院憲章〕
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５ 國學院大學大学院－教育研究上の目的と方針（3つのポリシー）
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

６ 文学研究科－教育研究上の目的と方針（3つのポリシー）
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７ 法学研究科－教育研究上の目的と方針（3つのポリシー）
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８ 経済学研究科－教育研究上の目的と方針（3つのポリシー） 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

９ 國學院大學大学院 博士前期課程（修士課程）長期履修の取扱いに関する規程
（大学院学則第3条第6項及び第7項）

（令和４年６月８日制定）
（趣旨）
第1条 この規程は、國學院大學大学院学則（以下「大学院学則」という。）第３条第６項及び第７項に基
づき、博士前期課程（修士課程）の長期履修の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。
（対象学生及び手続き）
第2条 長期履修を申請することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。
（1）被雇用者、自営業者その他フルタイムの職業に就いている者
（2）アルバイト等で就業している者であって、その負担により修学に影響がある者
（3）出産、育児又は親族の介護を行う必要がある者
（4）心身の機能に障がいがある者
（5）その他前四号に準ずる事情により、修業年限の延長を必要とする者
２ 長期履修を希望する者は、３年修了生又は４年修了生のいずれかを選んだ上で、大学院入試の出願時に
申請を行うものとする。

３ 各研究科委員会は、長期履修を希望する者の申請に基づき、その可否を決定する。
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４ 第２項の規定にかかわらず、本大学院入学後に、第１項各号の一に該当することになった者は、長期履
修を申請することができる。ただし、年度途中での移行は認めない。各研究科委員会は、長期履修を希望
する者の申請に基づき、その可否を決定するが、修業年限の延長を必要とする理由が学業懈怠等、申請者
の責めに帰すべき事由による場合には、これを許可しないものとする。
（修業年限及び在学年限）
第3条 長期履修を認められた者の修業年限は、大学院学則第３条第５項の規定にかかわらず、３年修了
生については３年と、４年修了生については４年と、それぞれ延長する。

２ 前条第４項の規定に基づき本学入学後に長期履修が認められた場合には、長期履修が認められる前に在
学した期間を年単位で修業年限に含めるものとする。
（学費）
第4条 長期履修生の学費のうち、授業料及び施設設備費の年額については、大学院学則第２９条別表に定め
る額に２を乗じて得た額を認められた修業年限の年数（３年修了生については３、４年修了生について
は４）で除した額とし、百円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。

２ 入学金と維持運営費については、修業年限の延長にかかわらず、大学院学則第２９条別表のとおりとする。
３ 大学院入学後に長期履修を認められた者についても、学費の年額は前二項に定める額とする。
４ 長期履修を認められた者が、延長された修業年限内に修了できず、修了延期となったときは、最終年度
の授業料及び施設設備費を繰り返し適用する。
（修業年限の短縮）
第5条 長期履修生が修業年限の短縮を希望する場合には、各研究科委員会は、これを認めることができる。
２ 前項の規定により、履修期間の短縮を認める場合は、大学院学則第２９条別表に定める授業料及び施設設
備費の年額に２を乗じた額のうち、未納付分を修了までに納付することを条件とする。
（長期履修許可の取消し）
第6条 長期履修を認められた者が、長期履修に関し虚偽の申請を行ったことが明らかになったときは、各
研究科委員会は長期履修の許可を取り消すことができる。
第7条 この規程に定めるもののほか、長期履修の制度に関し必要な事項は、別に定める。
第8条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。
２ この規程は、令和５年度に新たに入学した学生から適用する。

10 國學院大學大学院入学以前の既修得単位及び履修科目の単位の認定に関する規程
（大学院学則第２１条）

（平成９年２月７日制定）
（趣旨）
第1条 この規程は、國學院大學大学院学則（以下「本大学院学則」という）第２１条の規定に基づき、新た
に本大学院博士前期課程の第１学年に入学した学生の大学院における既修得単位の認定について定める
ものとする。
（認定手続）
第2条 単位の認定は、学生からの申請に基づき、研究科委員会で審議の上決定する。
（認定単位数）
第3条 本規定による本大学院入学以前の単位の認定は１０単位を上限とする。
（申請手続）
第4条 既修得単位の認定を受けようとする者は、次の書類を整え、入学年次の前期授業開始日までに、大
学院事務課に提出するものとする。
（1）既修得単位認定申請書（本大学院所定用紙）
（2）既修得単位に係る大学院の在学又は在籍期間証明書及び成績証明書
（3）既修得単位に係る大学院の成績証明書
第5条 学士課程在学中に、本大学院開講科目を履修し合格した科目の単位認定を受けようとする者は、次
の書類を整え、入学年次の前期授業開始日までに、大学院事務課に提出するものとする。
（1）単位認定申請書（本大学院所定用紙）
（2）本大学院の成績証明書
（改廃手続）
第6条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、平成２０年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
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11 國學院大學大学院 博士前期課程（修士課程）9月修了の取扱いに関する規程
（令和５年１月１３日制定）

（趣旨）
第1条 この規程は、國學院大學（以下「本学」という。）大学院博士前期課程における９月修了に関し必要
な事項を定める。
（条件）
第2条 前期終了時に、本学大学院学則（以下「学則」という。）第８条第１項に定める修了要件を満たし
た学生は、９月修了をすることができる。ただし、前期分の学費を納入していない場合には、この限りで
はない。

２ 長期履修制度の適用を受けた者については、延長された修業年限を短縮して９月修了をすることはでき
ない。
（申請）
第3条 ９月修了を希望する者は、４月の所定の期日までに「９月修了願」と修士学位請求論文第２次題目
届を提出しなければならない。

２ 修士学位請求論文の主査及び副査は、５月又は６月の各研究科委員会で決定し、通知する。
（論文・最終試験）
第4条 ９月修了を希望する者は、７月の所定の期日までに修士学位請求論文を提出しなければならない。
２ 最終試験は９月の所定の期日に実施し、９月末に学位記授与式を取り行う。
（その他）
第5条 この規程に定めるもののほか、９月修了に関し必要な事項は、別に定める。
（改廃）
第6条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、令和５年４月１日から施行する。

12 再入学に関する規程
（令和４年７月７日改正）

第1条 本学大学院学則第２７条第２項に規定する再入学に関する必要事項は、本規程の定めるところによ
る。
第2条 再入学できる者は、休学期間を除き前期課程４年（大学院学則第３条第６項に基づく長期履修を認
められた者については６年）、後期課程６年の在学期間に満たないで退学した者とする。なお、大学院を
除籍された者及び、退学処分された者は再入学することはできない。
第3条 再入学を希望する者は、次の書類を添えて再入学を希望する年度の前年度の１月の指定する期日ま
でに、学長あてに再入学願を提出しなければならない。
（1）再入学願（本学所定用紙）
（2）研究課題（本学所定用紙）
（3）研究要旨（本学所定用紙）
第4条 再入学を願い出ることができる期間は、次のとおりとする。
（1）前期課程においては、退学後３年以内とする
（2）後期課程においては、退学後６年以内とする。
第5条 再入学後に在学できる期間は、休学期間を除き、退学以前の在学期間と併せて、前期課程にあって
は４年（大学院学則第３条第６項に基づく長期履修を認められた者については６年）、後期課程にあって
は６年とする。
第6条 再入学に関わる入学金及び授業料、並びにその他の経費については、大学院学則第２９条別表による
ものとする。なお、大学院博士課程後期単位修得者については、別に定める学費等の減免規程の適用を受
けることができる。
第7条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、平成１０年４月１日から施行する。
ただし、平成５年度入学者から本規程を適用する。
附 則

１ この規程は、平成１９年４月１日から施行する。
２ 第４条第１項２の但書については臨時措置とする。

附 則
この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

１ この規程は、平成２９年４月１日から施行する。
２ 平成２８年度以前に本学大学院に入学した者については、なお従前の例による。
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13 文学研究科課程博士の授与に関する内規
（平成６年３月２日制定）

第1条 この内規は、國學院大學大学院学則及び國學院大學学位規則に基づき授与する課程博士（國學院大
學学位規則第３条第３項）の学位に関する事項のうち、定めのない事項について規定するものである。
第2条 課程博士の学位申請論文を提出できる者は博士課程後期に在学して所定の単位を修得している者、
又は審査終了までに修得見込みの者で、かつ履修要綱に定める研究業績を有する者とする。
第3条 課程博士の学位申請論文の提出は、指導教員の承認を得たものでなければならない。
２ 第２条の(２）の者については、文学研究科委員会の議を経て指導教員を定める。
第4条 課程博士の学位申請論文枚数は、履修要綱に定める枚数とする。
第5条 課程博士の学位を申請できる時期は、毎年４月及び９月とする。
２ 前項の細部については、履修要綱に定める。
第6条 博士学位申請論文の審査に合格した者には、國學院大學大学院学則に規定する博士の学位を授与す
る。

２ 前項の博士学位記の授与は、毎年度の修士学位授与式と同日に行う。
第7条 この内規の改廃は、文学研究科委員会の議を経て行う。

附 則
１ この内規は、平成６年４月１日から施行する。
２ この内規は、施行日以前に規定した課程博士に関する文学研究科の決定事項は、平成６年３月３１日限
りで、その効力を失うものとする。
附 則

この内規は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則

１ この内規は、平成２４年４月１日から施行する。
２ 平成２３年度以前に入学した者の学位申請については、原則としてこの内規に準ずるものとする。

附 則
１ この内規は、平成２９年４月１日から施行する。
２ 平成２８年度以前に本学大学院博士課程後期に入学した者については、なお従前の例による。

14 法学研究科の博士学位の授与に関する内規
（昭和６２年１０月７日制定）

第1章 総則
第1条 この内規は、國學院大學学位規則（以下、「学位規則」という。）第３条に基づいて制定する。
第2条 博士の学位は、学位規則第３条第３項に基づく法学研究科の博士課程後期の単位修得見込者若し
くは単位修得者又は同条第７項に基づく者で、博士の学位申請論文を提出した者に対して授与する。
第2章 課程博士の授与

第3条 課程博士（学位規則第３条第３項に基づき授与される学位をいう。以下、同じ。）の学位は、専攻
分野において研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究技能及びその基礎となる豊かな学
識をもっていると認められた者に対して授与する。
第4条 課程博士の学位申請論文を提出できる者は、法学研究科の博士課程後期に３年以上在学して所定の
単位を修得し、又は２年以上在学して論文審査の終了までに所定の単位を修得する見込みがあり、公表さ
れた業績のある者とする。ただし、再入学した者を含む。
第5条 課程博士の学位申請論文を提出できる時期は、毎年９月とする。
第6条 学長に学位申請論文の提出の申出があった場合、法学研究科委員長（以下、「委員長」という。）は、
法学研究科委員会（以下、「研究科委員会」という。）に報告し、論文の受理の可否を研究科委員会におい
て決定する。
第7条 受理された学位申請論文の審査及び試験は、委員長の委嘱する審査員が行う。
２ 審査員は、研究科委員会の議を経て、委員長が委嘱する。
３ 審査員は３名とし、そのうち１名を主査とし、２名を副査とする。ただし、審査員は、必要に応じて増
員することができる。

４ 審査員は、法学研究科委員のほか、法学研究科の兼任講師（客員教授を含む。）を充てることができる。
５ 審査は、論文を受理した時から、原則として、１年以内に終了するものとする。
６ 試験は、学位申請論文について、審査委員が筆答又は口頭により行う。
第8条 学位申請論文は、学位授与の可否を判定する研究科委員会の少なくとも１か月前に、委員長の指定
する場所に置き、法学研究科委員の閲覧に供する。
第9条 審査員は、論文審査及び試験の結果に関する審査報告書を委員長に提出し、委員長は、それをあら
かじめ法学研究科委員に配付する。
第10条 研究科委員会による学位授与の決議は、法学研究科委員総数の３分の２以上が出席し、出席委員の
３分の２以上の賛成を要する。
第3章 論文博士の授与

第11条 論文博士（学位規則第３条第７項に基づき授与される学位をいう。以下、同じ。）の学位申請論文を
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提出できる者は、次の者とする。
（1）法学研究科の博士課程後期に３年以上在学して所定の単位を修得後退学し、公表された業績のある者。
（2）専攻の学問分野において相当の業績をおさめ、公表された業績のある者。
第12条 論文博士の学位申請論文を提出できる時期は、随時とする。
第13条 法学研究科委員の推薦により、学長に学位申請論文の提出の申し出があった場合、委員長は、論文
の受理の可否を研究科委員会に諮る。
２ 委員長の指名する３名の委員は、学位申請論文を閲読し、１か月以内に、その内容を研究科委員会に
報告する。
３ 研究科委員会は、前項の報告を受けて、学位申請論文の受理の可否を決定する。
第14条 受理された学位申請論文の審査及び試験については、第７条の規定を準用する。ただし、第１１条第
２号により審査及び試験を受ける者に対しては、学位規則第６条第４項及び第５項により試験を行う。
第15条 審査員に國學院大學大学院の他研究科の委員及び他の大学・研究所の教授を加える必要がある場合
は、研究科委員会の議を経て、委員長が審査員を委嘱する。
第16条 第３条、第８条、第９条及び第１０条の規定は、論文博士について準用する。

第4章 改正
第17条 この内規の改正は、研究科委員会の議を経て行う。

附 則
この内規は、平成２８年４月１日から施行する。

15 経済学研究科の博士学位の授与に関する内規
（昭和５６年５月２７日制定）

（目的）
第1条 この内規は、國學院大學大学院学則及び國學院大學学位規則に基づき授与する博士の学位に関する
事項のうち、定めのない事項について規定するものである。
（課程博士）
第2条 課程博士（國學院大學学位規則第３条第３項）の学位申請論文を提出できる者は、経済学研究科博
士課程後期に在学し、所定の単位を修得している者、又は審査終了までに修得する見込みの者で、かつ学
術雑誌への掲載論文が１本で７点、その他の学術論文が１本で５点と計算して、７点以上の論文を公表
（なお、論文の公表には掲載予定を含める。）した研究業績を有する者でなければならない。
第3条 課程博士の学位申請論文が提出できる時期は、毎年９月とする。
第4条 学長に学位申請論文提出の申し出があった場合、経済学研究科委員長（以下、「委員長」という。）
は、経済学研究科委員会（以下、「研究科委員会」という。）に報告し、論文受理の可否を諮るものとする。
第5条 受理された学位申請論文の審査及び試験については、審査員が筆頭又は口頭により行う。
第6条 学位申請論文は、学位授与の可否を判定する研究科委員会開催日の少なくとも１ヵ月前に委員長の
指定する場所に置き、各構成員の閲覧に供するものとする。
（論文博士）
第7条 論文博士（國學院大學学位規則第３条第７項）の学位申請論文を提出できる者は、専攻の分野にお
いて相当の業績を修め、公表された相応の業績があり、研究科委員会構成員が推薦した者とする。
第8条 論文博士の学位申請論文が提出できる時期は、随時とする。
第9条 学位申請論文が提出された場合、委員長は研究科委員会に報告し、論文の受理の可否を諮るものと
する。

２ 委員長が指名する委員は、学位申請論文を閲読し、所定の期間内に、その内容を研究科委員会へ報告す
る。

３ 研究科委員会は、前項の報告を受けて、学位申請論文の受理の可否を決定する。
第10条 受理された学位申請論文の審査及び試験については、学位規則第６条第４項及び第５項により試
験を行う。
第11条 学位申請論文は、学位授与の可否を判定する研究科委員会開催日の少なくとも１ヵ月前に委員長の
指定する場所に置き、各構成員の閲覧に供するものとする。
（改廃）
第12条 この内規の改廃は、研究科委員会の議を経て行う。

附 則
この内規は、平成２８年４月１日から施行する。
附 則

１ この内規は、平成２９年４月１日から施行する。
２ 平成２８年度以前に本学大学院博士課程後期に入学した者については、なお従前の例による。
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16 大学院奨学金制度規程
（大学院学則第３８条）

（平成１５年１２月１７日制定）
（目的）
第1条 國學院大學大学院学生のうち、特に経済的な困難を抱えている者を支援するための奨学金（以下「経
済支援型奨学金」とする）を支給する。また、國學院大學大学院学生のうち、特に学業に優れた者を奨励
するための奨学金（以下、「学業奨励型奨学金」とする）を支給する。なお、制度の趣旨に鑑み、当該課程
の標準修業年限を超えて在学している者は対象外とする。
（経済支援型奨学金と学業奨励型奨学金）
第2条 経済支援型奨学金は次のとおりとする。
（1）経済支援型奨学金は、経済的困難の程度に応じて支給を行う。
（2）経済的困難の程度の判定に関しては、世帯の収入、世帯人数、必要経費並びにその他の特別の事情等

を考慮するものとする。具体的な基準と支給額に関しては、奨学金選考委員会の議を経て、別に定める。
（3）受給者の数については、奨学金選考委員会が定めるものとする。
（4）「私費外国人留学生授業料減免」の対象となる外国人留学生は支給の対象外とする。
２ 学業奨励型奨学金は次のとおりとする。
（1）学業奨励型奨学金は、学業の優秀さに応じて支給を行う。
（2）学業の優秀さの判定に関しては、学部及び大学院での成績、公刊論文の数及び質、研究会報告の数及

び質、研究計画の内容、論文の執筆状況、その他の特別の事情を勘案する。具体的な基準と支給額に関
しては、各研究科委員会の議を経て、別に定める。

（3）各研究科の受給者の数については、研究科の定員及び在籍者数に応じて、奨学金選考委員会が定める
ものとする。
（奨学金の申込）
第3条 奨学金の希望者は所定の願書を大学院事務課に提出しなければならない。
（選考方法）
第4条 奨学金の支給を希望する者に対する選考は下記のとおりに行うものとする。
（1）経済支援型奨学金

第２条１項２号の基準に基づき、奨学金選考委員会が決定する。
（2）学業奨励型奨学金

第２条２項２号の基準に基づき、奨学金選考委員会の議を経て、各研究科委員会が決定する。
（採用の効力）
第5条 採用は当該年度限りとする。ただし、継続して採用することを妨げない。また、経済支援型奨学金
と学業奨励型奨学金を重ねて支給することを妨げない。

２ 採用された者が休学若しくは退学し、又は不適格と認められたときは、学年の途中においても支給を取
り消すことができる。

３ 第２項及び本大学院学則第３７条第２項の適用を受けた者は、当該年度に支給された奨学金の全額を返
還しなければならない。
（規程の改廃）
第6条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、平成１６年４月１日から施行する。なお、國學院大學大学院奨学制度及び同制度規程施行細則

は平成１６年３月３１日をもって廃止する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、令和２年４月１日から施行する。

17 大学院特別研究員規程
（大学院学則第３４条）

（平成１２年１２月２０日制定）
第1条 本大学院の各研究科に特別研究員を置くことができる。
２ 特別研究員は、各研究科博士課程修了者（課程博士学位取得者）とする。ただし、本務校又は本務とす
べき研究機関を持たないこととする。
第2条 特別研究員は、各研究科の専攻のいずれかに属し研究に従事するものとする。
第3条 特別研究員は、本人の申請により各研究科委員会の議を経て、学長の承認を得るものとする。
２ 特別研究員になることを希望する者は、所定の期日までに指導教員の推薦を経て学長に次の書類を提出
するものとする。
（1）申請書
（2）履歴書
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（3）研究業績書
（4）研究計画書
第4条 特別研究員の期間は、博士課程修了の翌年度から３年以内とする。ただし、１年ごとの更新とし第
５条に定める研究報告書の提出を更新の条件とする。
第5条 特別研究員は、当該年度終了までに研究報告書を学長に提出するものとする。
第6条 特別研究員は、大学院特定課題研究等、本学における研究プロジェクトに参加することができる。
２ 特別研究員は、大学院紀要に執筆することができる。
第7条 特別研究員には、その研究活動を支援するために、研究費を助成することができる。
２ 研究費の助成条件等については、別に定める。
第8条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て学長が行う。

附 則
この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則

１ この規程は、平成２５年４月１日から施行する。
２ 特別研究員の支援に関する規程（平成２４年１０月２４日制定）は、これを廃止する。ただし、同規程第８条
第２項の報告書については、なお従前の例による。

18 大学院特別研究員への研究費助成に関する内規
（平成２５年４月１１日制定）

（目的）
第1条 この内規は、國學院大學特別研究員規程第７条に基づく研究費の助成について定め、もって大学院
における若手研究者のグローバル人材養成に資するものとする。
（対象）
第2条 助成対象者は、特別研究員を申請した当該年度の４月１日現在で満４０歳未満とする。
（助成内容）
第3条 助成内容は、次のとおりとする。なお、費目の変更はできないものとする。
（1）図書資料費 １０万円
（2）交通費 １０万円
（3）海外における国際学会等への出席のための旅費 ２０万円
２ 前項の執行は、大学院事務課を通じて行うものとする。
３ 第１項第３号の執行については、國學院大學大学院国際交流旅費補助に関する規程を準用する。
（助成期間）
第4条 助成期間は単年度とし、３年を限度として継続して助成することができる。
（報告書）
第5条 助成を受けた者は、当該年度終了までに研究実績報告書を学長に提出しなければならない。
（改廃）
第6条 この内規の改廃は、大学院委員会の議を経て学長が行う。

附 則
この内規は、平成２５年４月１日から施行する。

19 大学院特別研究生規程
（大学院学則第３０条）

（昭和４５年５月１３日制定）
（目的）
第1条 この規程は、本学大学院学則第３０条に規定する特別研究生について、必要な事項を定める。
（受講科目及び施設利用）
第2条 特別研究生は、研究科委員会により定められた指導教員の指導のもと、講義・演習の受講及び研究
施設等を利用することができる。
（研究期間）
第3条 特別研究生の研究期間は、１年とする。研究期間の更新に関する事項については、各研究科の定め
るところによる。
（出願方法）
第4条 特別研究生の出願は、定められた期日までに学長に願い出なければならない。
（手続と提出書類）
第5条 特別研究生として在籍を許可された者は、誓約書（所定用紙）を提出しなければならない。
２ 定められた期間内に手続きを完了しない者については、許可を取り消すことがある。
（選考料等）
第6条 特別研究生は次の選考料・研究指導料・受講料を納入しなければならない。

選考料 １０，０００円（継続の場合は不要）
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研究指導料 ５０，０００円
受講料 １単位につき、５，５００円

（学則準用）
第7条 特別研究生には、この規程に定めるもののほかは、本大学院学則を準用する。
（改廃）
第8条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、令和５年４月１日から施行する。

20 大学院文学研究科特別研究生内規

本学大学院特別研究生規程第３条に基づき、下記のとおり定める。
第1項 文学研究科特別研究生の研究期間は、大学院前期課程修了者は１回（通算２年）、後期課程単位修
得者は４回（通算５年）更新することができる。
第2項 特別研究生は当該年度終了までに研究報告書を指導教員に提出するものとし、この提出を前項の研
究期間更新の条件とする。
第3項 後期課程単位修得者で、研究更新期限（通算５年）終了後更に研究期間の延長を希望する者には、
研究科委員長は研究科委員会の議を経てこれを認めることがある。なお、この延長希望の申請には、研究
業績（論文１篇以上）並びに指導教員の意見書を添えるものとする。
附 則

この内規は、昭和６２年４月１日から施行する。
附 則

１ この内規は、平成２９年４月１日から施行する。
２ 平成２８年度以前に本学大学院博士課程後期に入学した者については、なお従前の例による。

21 大学院経済学研究科特別研究生内規
（令和元年６月２６日制定）

本学大学院特別研究生規定第３条に基づき、下記の通り定める。
第1項 経済学研究科特別研究生の目的は、大学院博士前期課程修了者については博士後期課程に進学し研
究を継続するための準備期間として、大学院博士後期課程単位修得退学者については博士論文を完成させ
るための期間とするものとする。
第2項 経済学研究科特別研究生の研究期間は、大学院博士前期課程修了者は１回（通算２年）、博士後期
課程単位修得退学者は４回（通算５年）更新することができるとする。
第3項 特別研究生は当該年度終了までに研究報告書を指導教員に提出するものとし、この提出を前項の研
究期間更新の条件とする。
第4項 博士後期課程単位修得退学者で、研究更新期限（通算５年）終了後更に研究期間の延長を希望する
ものには、研究科委員長は研究科委員会の議を経てこれを認めることがある。なお、この延長希望の申請
には、研究業績（論文１篇以上）並びに指導教員の意見書を添えるものとする。
附 則

１ この内規は、令和２年４月１日から施行する。
２ 本学大学院博士前期課程、博士後期課程の入学年度にかかわらず適用する。

22 大学院聴講生規程
（大学院学則第３２条）

（昭和４６年３月８日制定）
（目的）
第1条 この規程は、本学大学院学則第３２条に規定する聴講生について必要な事項を定める。
（出願資格）
第2条 聴講生となることのできる者は、次の各号の１に該当する者とする。
（1）学士の学位を有する者
（2）外国において学校教育における１６年の課程を修了した者、又は外国の学校が行う通信教育における授

業科目を履修することにより、当該外国の学校における１６年の課程を修了した者
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（3）日本国内において、文部科学大臣が別に指定する外国の大学の課程（当該外国の学校教育制度に位置
付けられた教育施設の課程であって、その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した
とされるものに限る。）を修了した者

（4）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は
関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指
定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を修了することにより、学士の学位に相
当する学位を授与された者

（5）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも
のに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了した者

（6）文部科学大臣の指定した者
（7）その他本大学院において大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者
（履修期間）
第3条 聴講生の在籍期間は、１ヵ年を原則とし、受講は、学年の始めに限って審査の上これを許可する。
ただし、引き続き聴講を希望する者は、所定の期間内に改めて聴講継続願を提出しなければならない。
（出願手続）
第4条 聴講生として受講を希望する者は、本大学院所定の用紙に所要事項を記載し、選考料・履歴書・写
真（３ヵ月以内撮影のもの）・健康診断書を添えて、学長に願い出なければならない。
（履修手続）
第5条 聴講生として受講を許可された者は、誓約書（所定用紙）及び卒業証明書を提出し、直ちに登録料
及び聴講料を納入して、聴講生証の交付を受けなければならない。

２ 定められた期間内に手続きを完了しない者については、許可を取り消すことがある。
（選考料等）
第6条 聴講生の選考料・登録料及び聴講料は次のとおりとする。

選考料 １０，０００円（継続の場合は不要）
登録料 ２０，０００円（本学出身者は半額）
聴講料 １単位につき、１１，０００円

第7条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。
附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、令和５年４月１日から施行する。

23 大学院科目等履修生規程
（大学院学則第３３条）

（平成７年１０月２５日制定）
（目的）
第1条 この規程は、本学大学院学則第７章第３３条に規定する科目等履修生について必要な事項を定める
ものとする。
（出願資格）
第2条 科目等履修生となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
（1）学士の学位を有する者
（2）外国において学校教育における１６年の課程を修了した者、又は外国の学校が行う通信教育における授

業科目を履修することにより、当該外国の学校における１６年の課程を修了した者
（3）日本国内において、文部科学大臣が別に指定する外国の大学の課程（当該外国の学校教育制度に位置

付けられた教育施設の課程であって、その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した
とされるものに限る。）を修了した者

（4）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は
関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指
定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を修了することにより、学士の学位に相
当する学位を授与された者

（5）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも
のに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了した者

（6）文部科学大臣の指定した者
（7）その他本大学院において大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者
（履修期間）
第3条 履修することのできる期間は、履修を許可された年の４月から翌年の３月末日までとする。ただし、
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許可を得て引き続き履修することができる。
（出願手続）
第4条 履修を希望する者は、本学大学院所定の履修願、履修理由書及び履歴書並びに最終学校の卒業又は
修了（見込みを含む）証明書、成績証明書及び健康診断書に選考料を添えて願い出なければならない。

２ 外国人の場合は、前項の他に外国人登録証明書及び日本語能力検定試験１級合格通知書の写しを提出し
なければならない。

３ 引き続き履修を希望する者は、改めて履修継続願を提出しなければならない。
（履修手続）
第5条 履修を許可された者は、本学大学院所定の誓約書、卒業又は修了証明書、登録料、受講料を納入し、
科目等履修生証の交付を受けなければならない。
２ 定められた期間内に手続きを完了しない者については、許可を取り消すことがある。
（選考料等）
第6条 科目等履修生の選考料、登録料及び受講料は次のとおりとする。

選考料 １０，０００円（継続の場合は不要）
登録料 ２０，０００円（本学出身者は半額。継続の場合は不要）
受講料 １単位につき、１７，０００円

第7条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。
附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

この規定は、平成３０年４月１日から施行する。

24 大学院博士課程後期単位修得者の学費、及び再入学者の学費等減免に関する規程
（平成１２年１２月２０日制定）

第1条 本大学院博士課程後期に修業年限３年在学し、研究指導を受け所定の単位を修得し、博士論文審査
及び試験のために更に在学しようとする者に対し、残余の在学期間について、学則第２９条別表に定める授
業料、施設設備費について次のとおり減免する。

項 目 入学年度 適 用

授業料 全入学年度 半額減免

施設設備費 全入学年度 全額免除

第2条 本大学院博士課程後期に修業年限３年以上在学し、研究指導を受け所定の単位を修得し、学位を取
得しないまま退学した者が、改めて博士論文審査及び試験のために再入学しようとする場合、学則第２９条
別表に定める入学金及び残余の在学期間の授業料、施設設備費について次のとおり減免する。

項 目 入学年度 適 用

入学金 全入学年度 全額免除

授業料 全入学年度 半額免除

施設設備費 全入学年度 全額免除

第3条 本規程による授業料等の減免は３ヵ年を上限とし、休学した場合は減免期間に含むものとする。な
お、再々入学の学生は対象としない。
第4条 本規程の適用者は、本大学院奨学金の対象外とする。
第5条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、平成１３年４月１日から施行する。
附 則

この規程は平成１５年４月１日から施行する。本規程の適用を受ける者のうち外国人留学生に対しては、
別に定める「大学院私費外国人留学生の授業料減免に関する規程」との重複適用は行わないものとする。ま
た、平成１５年以前の入学者ですでに「大学院外国人留学生の授業料減免に関する規程」の適用を受けている
者は、なお従前の例による。

附 則
１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。
２ 本規程の適用を受ける者のうち外国人留学生に対しては、別に定める「大学院私費外国人留学生の授業
料減免に関する規程」との重複適用は行わないものとする。
附 則

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
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25 本学出身者の大学院入学金及び施設設備費減免に関する内規
（昭和４６年２月１２日制定）

１ 本学大学院の前期課程及び後期課程に入学する本学出身者の入学金及び施設設備費の減免は本内規によ
る。

２ 本内規において本学出身者とは次の者をいう。
（1）前期課程入学者においては、本学学部卒業者及び本学学部から飛び級で入学する者
（2）後期課程入学者においては、本学前期課程修了者
３ 前期課程に入学する第２条第１号該当者は、入学金・施設設備費をそれぞれ定額の半額に減免する。
４ 後期課程に入学する第２条第２号該当者は、入学金・施設設備費をそれぞれ定額の半額に減免する。
５ 本学出身者からは院友会費を徴収しない。
６ この内規の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この内規は、平成２１年４月１日から施行する。
附 則

この内規は、平成２７年４月１日から施行する。

26 大学院私費外国人留学生の授業料減免に関する規程
（平成１４年１２月１９日制定）

（目的）
第1条 この規程は、大学院私費外国人留学生（以下「留学生」という。）の授業料の減免について
定める。
（減免の割合）
第2条 留学生に対しては、当該年度の授業料の３割を減免することができる。なお、この規程の運用に関
しては、別に定める内規による。
（改廃）
第3条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て学長が決定する。

附 則
この規程は、平成１５年４月１日から施行する。平成１５年以前の入学者ですでに「大学院外国人留学生の授

業料減免に関する規程」の適用を受けている者は、在学中の前期又は後期課程の修了までなお従前の例によ
る。

附 則
１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。
２ 平成２３年度以前に入学した学生の減免については、なお従前の例による。

27 大学院私費外国人留学生の授業料減免に関する内規
（平成２４年１月１８日制定）

（目的）
第1条 この内規は、國學院大學大学院私費外国人留学生の授業料減免に関する規程（以下「規程」という。）
第２条に基づき、大学院私費外国人留学生（以下「留学生」という。）の授業料減免の運用について定める。
（授業料減免の適用対象）
第2条 授業料減免は、在留資格「留学」を有し、経済的理由で就学が困難な留学生を対象とする。
２ 次の各号の一に該当する場合は、授業料減免の対象としない。
（1）国費外国人留学生
（2）外国政府からの派遣留学生
（3）学業継続の意思がないと認められる者
（適用期間）
第3条 授業料減免の適用期間は、博士課程前期の在学生については標準修業年限の２年間とし、博士課程
後期の在学生については標準修業年限の３年間を限度とする。なお、当該期間には休学期間を含むものと
する。
（申請手続）
第4条 授業料減免を希望する留学生は、次の各号の書類を、毎年度大学院委員長に提出しなければならな
い。
（1）本大学院所定の申請書
（2）住民票
（3）本学在学に係る経費支弁に関する証明書類
（4）資格外活動に従事している場合は、法務省入国管理局が発行する資格外活動許可書の写し
（選考）
第5条 授業料減免対象者の選考は、大学院幹事会で行い、必要に応じて面接を実施することができる。
（決定）
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第6条 授業料減免対象者は、大学院幹事会の選考結果に基づき、大学院委員長が決定する。
（改廃）
第7条 この内規の改廃は、大学院委員会の議を経て学長が決定する。

附 則
１ この内規は、平成２４年４月１日から施行する。
２ 規程附則（平成２４年１月１８日）２にかかわらず、第４条に定める関係書類の提出については、平成２３
年度以前に入学した留学生についても、適用する。
附 則

この内規は、平成２５年４月１日から施行する。
附 則

この内規は、平成２９年４月１日から施行する。

28 大学院学生協定留学及び認定留学に関する規程
（平成１３年８月１日制定）

（目的）
第1条 この規程は、本学大学院学生の協定留学及び認定留学について必要な事項を定める。
（協定留学及び認定留学の定義）
第2条 本規程において協定留学とは、本学との間に学生交換協定を締結している外国の大学（以下「協定
校」という。）への留学をいう。

２ この規程において認定留学とは、学長が認定した外国の大学（以下「認定校」という。）への留学をいう。
３ 認定校の承認は、研究科委員会及び大学院委員会の議を経て、学長の承認を必要とする。
（出願資格）
第3条 大学院前期課程又は後期課程の在学生で指導教員の許可を得た者又は推薦を受けた者は、協定留学
及び認定留学の出願をすることができる。
（出願手続）
第4条 留学を希望する者は、所定の募集期間内に留学願及びその他必要な書類を大学院事務課に提出しな
ければならない。
（審査及び留学の許可）
第5条 留学の許可は、大学院国際交流委員会の審議を経て、研究科委員会及び大学院委員会の承認を得た
後、学長がこれを行う。
（留学の期間）
第6条 留学の期間は、在学する課程（前期及び後期）ごとに原則として１年以内とし、その期間を修業年
限に算入することができる。
（留学終了時の提出書類）
第7条 留学を終了した者は、留学終了の日から１ヵ月以内に次の書類を提出しなければならない。
（1）留学終了届
（2）留学先大学発行の履修科目成績・単位証明書
（3）所定の報告書
（4）その他必要な書類
２ 提出された報告書は、留学終了後１年以内に所属する研究科の大学院紀要に掲載するものとする。
（単位の認定）
第8条 留学中に修得した履修科目の単位は、研究科委員会の承認を得て、前期課程在学者は１０単位、後期
課程在学者は４単位を限度に修了に要する単位として認定することができる。
（協定留学中の学費）
第9条 協定留学中及び認定留学中の本学の学費は、所定の金額を納入しなければならない。
２ 協定留学及び認定留学に参加する学生に対し、奨学金を支給することができる。
３ 前項に規定する奨学金制度については、別に定める。
（留学の取消）
第10条 留学中の者が、次の各号に該当する場合は、研究科委員会及び大学院委員会の承認を得た後、学長
が留学の許可を取消すことがある。
（1）留学中成業の見込みがない者
（2）留学目的に著しく反する行為を行った者
（3）本学の学費納付等定められた義務を怠った者
（4）本人の事情により留学を継続できなくなった者
（事務担当）
第11条 この規程に関する学内事務は大学院事務課が担当し、留学先大学との折衝及び留学期間中の事務は
国際交流課が担当する。
（規則の改廃）
第12条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て学長がこれを行う。

附 則
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この規程は、平成１３年８月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。

29 國學院大學大学院協定留学及び認定留学奨学金制度に関する規程
（平成３０年１月１１日制定）

（目的）
第1条 この制度は、國學院大學大学院学生協定留学及び認定留学に関する規程（以下「協定留学等に関す
る規程」という。）第９条に基づき、海外の大学へ協定留学又は認定留学を行う大学院生に対し、学業を奨
励し、経済援助を行うことを目的とする。
（対象者）
第2条 この制度による奨学金受給対象者は、協定留学又は認定留学を本学より許可され、留学先大学への
留学手続きを完了した大学院生とする。
（支給額）
第3条 この制度による奨学金は、協定留学又は認定留学期間が２学期間のものには４０万円を、１学期間
の者には２０万円を支給する。
（出願方法）
第4条 この制度による奨学金を希望する者は、協定留学又は認定留学出願時に、所定の受給申請書を提出
しなければならない。
（選考）
第5条 この制度による奨学生は、大学院委員会の議を経て、学長が決定する。
（支給の取り消し）
第6条 この制度による奨学金の支給を受けた者が、協定留学等に関する規定第１０条の各号、又は次の各号
の一に該当した場合、給付された奨学金全額を返還しなければならない。
（1）留学中に休学又は退学した者
（2）留学を途中放棄した者
（3）留学中及び留学後に求められる所定の書類を提出しない者
（4）大学院学則第３７条の適用を受けた者
（運営事務）
第7条 この規定に関する学内事務は、大学院事務課がこれを担当する。
（改廃）
第8条 この規定の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附則
この規定は、平成３０年４月１日から施行する。

30 大学院学生研究室規程
（昭和４３年１１月１３日制定）

第1条 本学大学院学生が研究を行う場所として、学生研究室を設ける。
第2条 学生研究室には、研究に必要な図書を置く。
第3条 この研究室の利用については大学院学生がその責めを負い、大学院各研究科幹事がこれを指導する。
第4条 この研究室運営の事務は、大学院事務課がこれに当たる。

附 則
この規程は、昭和４３年１１月１３日より施行する。

31 大学院紀要掲載規程

１．文学研究科 國學院大學大學院紀要―文学研究科― （平成２５年７月１日施行）
本大學院文学研究科の機関誌として、「國學院大學大學院紀要－文学研究科－」を年一回発行する。
この紀要は大学院の使命に基づき論文ならびに次の事項を掲載する。
なお、論文の掲載は、査読を経て決定する。

１ 教員の学術論文
２ 博士課程在学者のうち特に指導教員から推薦のあった研究論文
３ 特別研究員の学術論文
４ 特別研究生のうち特に指導教員から推薦のあった研究論文
５ 博士課程前期修了者のうち特に指導教員及び研究科委員会から推薦のあった研究論文
６ 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）第八条による公表を目的とした博士学位論文の内容の要旨及
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び審査の結果の要旨
７ 課程博士及び修士の学位を得た者の氏名並びに論題
８ 教員の個人研究活動
９ その他

２．法学研究科 國學院法政論叢 （平成１５年４月１日施行）
この紀要は本大学院の機関誌とし、その名称は國學院法政論叢として年一回発行する。
この紀要は大学院の使命に基づき以下の事項を掲載する。

１ 教員の学術論文
２ 博士課程後期在学者のうち特に指導教員から推薦のあった研究論文
３ 特別研究員の学術論文
４ 特別研究生（博士課程単位修得者）のうち特に指導教員から推薦のあった研究論文
５ 博士課程前期修了者のうち特に指導教員及び研究科委員会から推薦のあった研究論文
６ 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）第八条による公表を目的とした博士学位論文の内容の要旨及
び審査の結果の要旨

７ 課程博士及び修士の学位を得た者の氏名並びに論題
８ その他

３．経済学研究科 國學院大學経済学研究（平成２９年１２月２０日施行）
この紀要は本大学院の機関誌として、その名称は國學院大學経済学研究として年一回発行する。
この紀要は大学院の使命に基づき次の者より原稿を募集する。

１ 経済学研究科の教員及び特別研究員。
２ 博士課程前期・後期在籍者のうち特に指導教員から推薦のあった学生。
３ 特別研究生のうち特に指導教員から推薦のあった者。
４ 博士課程前期・後期修了者、後期において所定の単位を修得のうえ退学した者のうち特に指導教員およ
び研究科委員会から推薦のあった者。

５ １～４による共同執筆者。
なお、原稿の種類は、論文・研究ノート・翻訳・その他とし、掲載は査読を経て決定する。

32 大学院国際交流旅費補助に関する規程
（平成２５年４月１１日制定）

（目的）
第1条 この規程は、本学大学院生が海外において、国際的な学会、研究集会へ出席及び研究調査を実施す
る場合の旅費補助に関する必要な事項を定める。
（資格）
第2条 補助を受けることができる者は、博士前期課程及び博士後期課程に在学している大学院学生とする。
（補助対象経費）
第3条 補助対象経費は航空賃及び宿泊費とする。
２ 他の資金から航空賃及び宿泊費が支給される場合は、補助対象外とする。
（補助額）
第4条 補助額は、航空賃及び宿泊費を合算して２０万円を限度とする。ただし、航空賃についてはエコノ
ミークラス利用での実費、宿泊費については１泊１万円までとし、５泊を限度とする。
（申請手続）
第5条 補助を受けようとする者は、次の書類について指導教員を通じて学長に提出しなければならない。
（1）所定の申請書（指導教員の承認を受けること）
（2）航空賃見積書
（3）学会開催の案内状又は招聘状

（国際的な学会、研究集会への出席の場合）
（4）研究調査計画書及び行程表

（研究調査の場合）
（審議決定）
第6条 補助対象者及び補助額の決定は、大学院国際交流委員会の議を経て、学長が決定する。
（補助額の支払方法）
第7条 航空賃は、第５条第２号により採択した業者からの請求書に基づいて支払うものとする。
宿泊費は、事後、領収書に基づいて支払うものとする。
（報告義務）
第8条 補助を受けた者は、帰国後１か月以内に所定の報告書を学長に提出しなければならない。
２ 提出された報告書は、帰国終了後１年以内に所属する研究科の大学院紀要に掲載するものとする。
（事務）
第9条 この規程による旅費補助に関する事務は、大学院事務課が担当する。
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（改廃）
第10条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が決定する。

附 則
この規程は、平成２５年４月１日から施行する。
附 則

この規定は、平成３０年４月１日から施行する。
附 則

この規定は、令和２年４月１日から施行する。

33 國學院大學大学院経済学研究科税理士試験支援奨学金制度規程
（平成２６年１０月１日制定）

（目的）
第1条 この規程は、國學院大學（以下「本学」という。）大学院経済学研究科の学生が税理士試験の合格を
目指し、本学が指定する外部セミナー（以下「セミナー」という。）に参加するために必要な費用を支援す
る税理士試験支援奨学金制度（以下「本制度」という。）の運用について、必要な事項を定めることを目的
とする。
（対象者）
第2条 本制度の対象者は、本学大学院経済学研究科博士課程前期キャリアコースに在学し、税理士試験に
１科目以上に合格している者とする。

２ 前項の者は、標準修業年限内の者に限る。
（給付額及び給付回数）
第3条 奨学金の給付額は、受講料（セミナーの学習プランに係る受講料のうち、オプション費用を除く。）
相当額の５０パーセントとする。また１回につき１０万円を上限とする。

２ 給付回数は、在学期間中に２回までとする。
３ 前２項の給付について、同一科目に関しては１回限りとする。
（奨学金を給付された者の義務）
第4条 奨学金を給付された者は、次のことを実行しなければならない。
（1）セミナーを受講し、８０パーセント以上出席すること
（2）特段の事情がない限り、セミナーが実施する月例テストを受験すること
（3）本学大学院経済学研究科博士課程前期を修了すること
（応募方法）
第5条 奨学金の給付を希望する者は、所定の期間に次の書類を経済学研究科委員長に提出しなければなら
ない。
（1）本学所定の願書
（2）本学所定の誓約書
（3）セミナーの受講料（セミナーの学習プランに係る受講料のうち、オプション費用を除く。）

領収書（納付書）
（4）税理士試験科目の合格通知書（写）
（5）個人情報の提供に関する同意書
（6）その他本学が指定する書類
（採用方法）
第6条 奨学金を給付される者の採用は、書類選考及び面接を大学院経済学研究科委員会が行い、同研究科
の推薦に基づき学長がこれを決定する。
（採用の取り消し）
第7条 奨学金を給付された者が休学又は退学し、又は第４条各号に定める義務に違反したときは、本学は
採用を取り消すことができる。
（返還）
第8条 次の各号のいずれかに該当する場合、奨学金を給付された者は、原則として奨学金の全額を返還し
なければならない。
（1）第４条に規定する義務を果たせなかったとき
（2）第７条により採用を取り消されたとき
（3）國學院大學大学院学則第３７条の適用を受けたとき
２ 次の場合は奨学金を給付された本人の申し出により、半額を上限として返還の減免措置を講ずることが
できる。
（1）健康上の理由又は経済的事情により、休学又は退学し、奨学金を給付される資格を喪失したとき
（2）第４条第３号の規定によるとき
（3）その他相当の理由があることを本学が認めたとき
３ 前項の減免措置は、経済学研究科委員会の議を経て、学長がこれを決定する。
（セミナーの決定）
第9条 セミナーは、経済学研究科委員会の議を経て、学長がこれを決定する。
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（事務）
第10条 この制度の事務は、教学事務部大学院事務課が行う。
（改廃）
第11条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。

附 則
この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

（廃止規程） 34 大学院休学者に対する授業料等免除規程
（平成１７年３月７日制定）

第1条 この規程は、國學院大學大学院の学生で、やむを得ない理由により休学をする者に対する経済的負
担の軽減を目的とする。
第2条 次の各号の一に該当する者については、当人から願出があった場合、第６条の手続きを経て授業料、
施設設備費、維持運営費（以下、「授業料等」という。）を免除する。
（1）健康上の理由で休学が必要であると校医が認めた者。ただし、本学の定期健康診断を受けなかった者

又は傷病の原因が願出者自身の重過失によると認められる者は、原則として免除を受けることができな
い。

（2）経済的困窮のために休学を余儀なくされた者
（3）別に定める条件に適用した留学をする者
（4）その他相当の理由のある者
第3条 授業料等免除額は、次のとおりとする。ただし、免除取扱いが決定された時、既に授業料等を納入
している場合には、免除額に相当する金額をその者に還付する。
（1）第２条第１号、第２号及び第３号該当者

イ 休学期間が１年間の場合は、授業料等の全額を限度額とする。
ロ 休学期間が前期又は後期の場合は、授業料等の２分の１を限度額とする。

（2）第２条第４号該当者
イ 休学期間が１年間の場合は、授業料の２分の１を限度額とする。
ロ 休学期間が前期又は後期の場合には、授業料の４分の１を限度額とする。

２ 免除取扱期間は、合算して２学年以内とする。
第4条 免除取扱いが次年度にわたる場合は、前年度の３月２５日までに改めて免除取扱いの申請をしなけ
ればならない。

２ 半期休学をし、引続き休学をする者は、改めて免除取扱いの申請をしなければならない。
第5条 この規程の取扱いを受けようとする者は、次の書類を指定された期日までに、大学院事務課へ提出
しなければならない。
（1）授業料等免除願
（2）第２条第１号による者は、医師の診断書
（3）第２条第２号又は第４号による者は、大学が指定した文書
（4）第２条第３号による者は、大学が指定した文書
第6条 授業料等の免除の可否及び免除額は、大学院委員会の議を経て、学長が決定する。
第7条 この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て、学長が決定する。

附 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。
附 則

この規程は、令和５年３月３１日をもって廃止する。

（廃止規程） 35 大学院休学者に対する授業料等免除規程内規

國學院大學大学院休学者に対する授業料等免除規程第２条第３号の別に定める条件は、次のとおりとす
る。
１ 留学の受け入れ機関は、国外の大学院又はこれと同等以上の高等教育機関とする。
２ 留学に際しては、事前に入学（受け入れ）許可書を提出し、入学後はただちに在学（在籍）証明書【期
間の記載のあるもの】を提出しなければならない。

３ 授業料等免除期間内に留学を中止したり、条件を満たせなくなった場合は、当該規定の適用を取り消す
ことがある。
附 則

この内規は、平成１７年４月１日から施行する。
附 則

この内規は、令和５年３月３１日をもって廃止する。

－ 49 －



36 学費等納付金  
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37 履修要綱

－ 51 －



 

 

   

 

 
 

 
  

  

  
 

 

 
  

 
  

    

  

 

 
  

－ 52 －



 

 

－ 53 －



 

 
 
 
 

 

－ 54 －



 
－ 55 －



 

 
1  
2

 
3  
4  
5  
6  
7

 
  

－ 56 －



 

 
 

 
30 20 21

 
 

 
 

2  

 
4 4 8

82 84 22
 

 

16  
 

 

 
 

2  

 
 

4 4 8  
82 84 22

 

10
 

8
6  

4
18  

 

 

 
 

 
2

 
 

 

－ 57 －



 

 
 

 
 

 
 

 
1  
2  
3  
4  
5  

 

－ 58 －



 

20  
 

 
 

8  

20  
 

 
8  

 
 

 
 

 
 
 

－ 59 －



 

 
1  
2

 
3  
4  
5  
6

 
 

 

 

 
12,000  

 

 
  

3
 

12  

 

37 38
 

－ 60 －



 

  
 1  
 1  
 1  
 1  
 1  
 6  
 6 8,000  

6  
★  

11

 

 
 

 
 

12  
A B 12

 
 

A B A
B  

 

 

1  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
400 400  

 

 
400 400

 

－ 61 －



 

 
2

 
400 400

 
  

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

12  
 

  
   

12  
 

  
 

 
 

 
 

   
  9  

 
 

 
 

 
 

 

 
 

12  
 

 
 

  
  
 

－ 62 －



 

 
 

  
 10  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

12  
 

 
GPA  

－ 63 －



 

 

 

K-SMAPY
 

 

.  
K-SMAPY WEB

K-SMAPY
K-SMAPY  

 
 

 

K-SMAPY WEB  
 

 
21

21 35 10 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

－ 64 －



 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

2,000 1,000  
 

19 20 21 22  
 

  

 
 

 

  
(1) 

 
 

 
(2)  

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 

－ 65 －



 

 
   

 
 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

8 2

－ 66 －



 

 
 

 
 

 
 

 

   
     

 
 

    ☆  
    ☆  

    ☆   
    ☆   

    ☆   
    ☆   

      
      

      
      

      
      

 
 

    ☆  
    ☆  

    ☆   
    ☆   
    ☆   
    ☆   
    ☆   
    ☆   

      
     

      
      

      
      
      

 
  

－ 67 －



   
     

 
 

    ★  
    ★  

    ★ ▼  
    ★ ▼  

      
      

    ★ ▼  
    ★ ▼  
    ★ ▼  
    ★ ▼  

 
 

    ★  
    ★  

    ★ ▼  
    ★ ▼  

      
      

 
 

   ★  
    ★  

 

 
 

3  
3  

 
 

 

2  
2 12  

 
30  

 
  

－ 68 －



 
30  

    
 

     
 

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

 
 ( )     
 ( )    

    
 
 
 
 

 

 
 

 

 
 

 
30,000  

－ 69 －



38　國學院大學で研究活動を行う皆さんへ
「研究倫理」（研究者が理解し、身につけておくべき心得）について

 
 

 
 
 

 
 
 

 
3

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

－ 70 －



 

 

 

 

－ 71 －



39　授業科目と担当教員
博士前期課程
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40 教育職員免許状について 
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41 奨学金の申請手続 
 

 

 

 

 

 
 
 

42 各種変更届について 
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43 休学・復学・退学・再入学について
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44 学生証等について
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45 学割証 ( )・健康診断証明書の交付について
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46 各種証明書の交付について 
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47 研究用複写補助及び複写機の利用について
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48 教材印刷について
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49 休講について
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50 就職相談について
 

 
 

51 事務取扱い時間について
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52 研究室、演習室、学生共同研究室・文献資料室
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＜履修上の注意＞

＜集中講義＞

  ＊前期

 ＊後期

＜アーカイブズ・カレッジ＞
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